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国際協力機構アフリカ部アフリカ第二課 

１．案件名 

国名  ：エチオピア連邦民主共和国  

案件名：（和） 南部諸民族州小中学校建設計画 

        （英） The Project for Construction of Primary and Secondary Schools in the Southern  

Nations, Nationalities and Peoples’ Regional State 

２．事業の背景と必要性  

（１）  当該国における教育セクターの開発実績（現状）と課題 

エチオピア連邦民主共和国（以下、エチオピア）は1997年より累次の「教育セクター開発プログ

ラム(Education Sector Development Programme: ESDP)」を策定・実施しており、現在第 4 次プロ

グラム（ESDP IV: 2010/2011-2014/2015）を実施中である。粗就学率（GER）は、初等教育（第 1

学年から第 8 学年)において 1997/1998 年の 41.8％から 2009/2010 年の 93.4％、中等教育（第

9-12 学年）において 8.8％から前期中等（第 9-10 学年)が 39.1％、後期中等（第 11-12 学年)が

7.0％と改善が見られている。他方、就学における地域間格差、男女間格差は未だ顕著な問題で

あるとともに、初等教育アクセスの急速な改善により、教員・教室の不足、教育の質の問題（学校

運営、授業内容）、中等教育へのアクセス等の問題が顕在化している。ESDP では、2014/2015

年までに初等教育粗就学率を 112％、1 学級あたりの児童/生徒数の割合（PSR）を初等、前期中

等で 1：50、後期中等で 1：40 とすることを目標として掲げ、この目標達成のためには、初等レベル

で今後 135,000 教室の建設、中等レベルでは 44,500 教室の建設が必要となっているが、その実

現には至っておらず、一部学校では 1 教室あたりの児童数 80 名と、教室の過密化が著しい現状

も報告されている。事業対象地域の南部諸民族州では、州内に第 8 学年までの初等教育を提供

する学校数が 4,956 校ある一方で、第 12 学年までの教育を提供する中等学校数は 228 校

（2009/2010 年）と極めて限られており、初等学校の施設増強とともに、中等学校の新設ニーズが

高い。 

（２）  当該国における教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ESDP では 2015 年までの初等教育の完全普及のため、初等教育の更なる拡充や中等教育の

拡充、教育の質の向上のための取組の具体的な目標を上記(1)の通り設定しているが、本案件

はこの目標に直接寄与する案件として位置づけられる。 

（３）  教育セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

2012 年に策定された国別援助方針において、食糧安全保障および工業化を支える人的資源

開発の観点から、「教育」は対エチオピア協力の重点分野であり、へき地農村部における教育へ

のアクセス向上（無償資金協力「オロミア州小学校建設計画」（2008-2010 年）、「アムハラ州中学

校建設計画」（2011 年～））、および、教育の質の向上（技プロ「住民参加型初等教育改善プロジ

ェクト」（2008-2012 年）等）を中心課題として継続的に取り組んでいる。また、本件は第四回アフリ

カ開発会議（TICADⅣ）横浜行動計画で表明した教育分野におけるコミットメントの実現及び教育

分野におけるミレニアム開発目標（MDGs）達成に資する重要な案件である。 

（４）  他の援助機関の対応 

アフリカ開発銀行（AfDB）により、1998 年～2011 年にかけて初等学校の建設・増設・改修支援

が行われた（計 610 校)。カリキュラムや教師教育など、教育の質にかかる取組に関しては、2009

年から Global Partnership for Education(GPE)による教育の質向上プログラム（GEQIP）が実施さ

無償用 



 

れている。 

３．事業概要  

（１）  事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本プロジェクトは、エチオピア南部諸民族州において、既存の不完全初等学校（第 1-4 学年の

みで全8学年を対象としない初等学校）の完全初等学校へのアップグレードおよび既存完全校の

過密緩和を目的とした教室増設、中等学校の新設を行うことにより、教室数の増加を図り、もって

同地域における基礎教育のアクセスおよび教育環境の改善に寄与する。 

（２）  プロジェクトサイト/対象地域名 

南部諸民族州内 10 県 1 市の合計 21 校（中等学校 10 校、初等学校既存校 11 校） 

県・市 都市/農村（人口・万人） 中等学校 初等学校 合計 

ハワサ市 都市部  (26） - 1 1 

ハラバ県 都市部  (23) 1 - 1 

ハディヤ県 農村部 (124) 2 1 3 

シダマ県 都市部 (297) 1 2 3 

ゲデオ県 農村部  (88) 1 1 2 

グラゲ県 都市部 (128) 2 - 2 

ウォライタ県 農村部 (153) 1 1 2 

シリティエ県 農村部  (75) 1 1 2 

ガモゴファ県 都市部 (160) 1 2 3 

ダウロ県 農村部  (49) - 1 1 

ケムバタテンバロ県 農村部  (68) - 1 1 

合計 1,191 10 11 21 

（３）  事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容: 

中等学校（新設校 10 校）向け：一般教室 8～32 教室/校 計 204 教室、 

図書室 1 室/校 計 10 室、理科実験室 3 教室/校 計 30 室 

その他（製図室、ICT センター、事務室、教員室、トイレ等） 

初等学校（増設校 11 校）向け：一般教室 4～8 教室/校、計 72 教室 

教育家具等（児童用机・椅子、黒板等） 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

本邦コンサルタントが調達代理機関と契約し、施工監理に関する技術サービスを提供する。

ソフトコンポーネントは該当無し。 

（４）  総事業費/概算協力額 

総事業費 約 13.94 億円（概算協力額（日本側）：約 13.10 億円、エチオピア側：0.84 億円） 

（５） 事業実施スケジュール（協力期間） 

2013 年 2 月～2015 年 4 月（予定、計 27 ヶ月、入札期間を含む） 

（６） 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

南部諸民族州教育局（Southern Nations, Nationalities and Peoples Regional Education 

Bureau） 

（７） 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 



 

①カテゴリ分類：C  

②カテゴリ分類の根拠：学校の建設、増設を行う案件であり、環境や社会への好ましくない 

影響は殆どない。 

2) 貧困削減促進 

様々な先住民族がいるため、民族毎の単位となっている県でのバランスを考慮したうえで、

対象校選定を行う。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点・エイズ等感染症対策・参加型開発・障害者配慮等）： 

トイレを男女別棟にすることにより、女子児童の就学率向上改善に資する。 

（８） 他事業、ドナー等との連携・役割分担 

他ドナー支援等との重複が無いことを対象校選定の条件とした。 

（９） その他特記事項：特になし。 

 

４．外部条件・リスクコントロール 

（１）  事業実施のための前提条件 

エチオピアによる用地整備、建築許可取得、市水・電気引き込み等の準備工事等、先方負担

事項が遵守される。 

（２）  プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

- 計画対象地域において大規模な自然災害の発生、治安悪化などの状況変化が起きない。 

- 建設物価が高騰せず、資機材が安定的に調達できる。 

 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

（１） 類似案件の評価結果 

エチオピアで実施済の類似案件の評価では、現地業者活用の際の十分な施工品質監理、完

工後の施設維持管理体制の確保が重要であるとの指摘がなされた。 

（２） 本事業への教訓 

次の点に留意し、実施する。①十分な施工品質監理体制の確保を目的とし、適切な建設サイ

トの絞り込み・選定及び工期のバッチ分け、および建設業者の入札参加資格（カテゴリー設定

等）の適切な設定を行う。②先方負担による維持管理の予算については、事前に概算額やスケ

ジュールを提示し、予算確保を促す。 

 

６. 評価結果 

以下の内容により、本案件の妥当性は高く、また、有効性が見込まれると判断される。 

（１）  妥当性 

本案件は日本政府が主要 8 か国首脳会議（G8 カナナスキス・サミット）、TICAD IV などの機会

に表明してきている基礎教育の機会・アクセスの改善に対する支援に合致するとともに、MDGs

の目標 2「普遍的な初等教育（UPE）の達成」及び目標 3「ジェンダー平等の推進と女性の地位向

上」に対する取組であることから、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

 

 

 



 

（２） 有効性 

1) 定量的効果：  

指標名 基準値 

（2012 年） 

目標値（2018 年) 

【事業完成 3 年後】 

①農村部対象中等学校（新設）学区において新たに就学可能とな

った生徒数（人） 

0 6,0801

②都市部対象中等学校（新設）学区における 1 教室あたり生徒数

（人） 

165 65

③対象初等学校（増設）2における 1 教室あたりの生徒数（人） 94 59

2) 定性的効果：  

- 対象校における学習環境の改善により、教育の質が向上する。 

７. 今後の評価計画 

（１） 今後の評価に用いる主な指標 

  6. (2) 1)のとおり。 

（２） 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成３年後 

以 上 

                                                  
1 完工後は南部諸民族州標準人数に従い１教室あたり 40 名でダブルシフトとして、毎年同数の新入生が入学すると仮定。 
2 ②と③の数値については、目標年においても１校あたりの総生徒数が現状から増減してないとの仮定に基づく。また１

教室あたりの生徒数に関し、シフト数は考慮に含めていない。 


